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 序論 
1.1 はじめに 
日本は 111の活火山を持つ火山大国であり，これらは数百年の周期で大規模な噴火活動を繰り
返し，広域的な被害を与えてきた．例えば，1707年の富士山の宝永噴火は，火山噴出物により
周辺の村々の農作地を農作不能の地に変え，江戸にまで数センチの火山灰を降らせた 1)．また浅
間山の天明噴火においては，火山灰が江戸を含む関東地方の広い範囲に降り，噴出物によって発
生した泥流が利根川を流下して河口の銚子や，分流して江戸にまで達したという事例がある 1)． 
江戸時代から現代へ，社会構造は大きく変化した．関東地方には人口や資産が集積し，高速道
路網や鉄道網の整備によって，地域間の物流ネットワークは強力なものになった．特に道路ネッ
トワークによる物流は全流動量の約 85％2)を占めており，今日の物流網にとって道路ネットワー
クは非常に重要である． 
このような現代の社会構造下において関東近郊の火山が噴火した場合には，火山災害により道
路ネットワークが途絶され，地域間取引に依存する農業や製造業等の企業活動は影響を受け，そ
の被害は全国に波及すると想定される．地域間物流を基盤とする産業活動が火山噴火時に被る被
害を評価することにより，災害時に重要となるリンクの特定や，それを考慮した産業界の対策立
案等，多方面で火山災害の影響の軽減に寄与できると考えられる．しかしながら現時点では，火
山噴火時の交通機能低下による物流被害評価はほとんどなされていない． 
そこで本研究では，火山災害の特徴について整理し，特徴に合う物流被害評価手法の検討と関
東近郊の火山噴火時の交通機能低下に伴う物流被害評価を行うことを目的とする． 
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1.2 本研究の目的 
 火山災害に伴う交通機能低下時の物流被害を評価する手法について検討し，実際に関東近郊
の火山噴火時の物流量変化や物流ネットワークへの影響を評価することを目的とする．  
 
1.3 論文構成 
「第 1 章 序論」 
研究背景と目的，論文構成について述べる．  
 
「第 2 章 火山災害の被害整理」 
本研究では火山災害時に被害を与える現象のうち降下火山灰を対象としているが，これを対象
にした経緯について，火山災害の被害整理と行政の取り組みの紹介を通して述べる． 
 
「第 3 章 研究手法」 
災害時の交通機能低下に伴う経済被害評価についての既往研究を整理し，本研究の研究手法に
ついて述べる． 
 
「第 4 章  被害評価モデル」 
本研究で用いた被害評価モデル（Interregional Commodity Flow Model）の概観と解法につ
いて述べる． 
 
「第 5 章  シナリオ分析」 
モデル適用時の前提条件と，パラメータ推定結果，火山噴火時の物流被害について分析結果を
示す．  
 
「第 6 章  結論」 
本研究の結論を述べる． 
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 火山災害の被害整理 
 
2.1 既往研究 
 発生現象 
地震災害は地震動自体や斜面崩壊・液状化・津波によりほぼ同時に発生する一方，火山災害は
溶岩流・降下火砕物・火山ガス・空振など，媒体・移動様式・到達・継続時間が種別ごとに異な
り，噴火ごとにこれらが複数に組み合わさる．さらに噴火により遠隔地に噴出物がもたらされ，
それが残存し災害をより複雑にすると鈴木 3)は指摘し，次のように整理している． 
 
表 2.1  火山災害の被害の特徴 
 
※土石流や洪水は，山地に積もった降灰が降雨により流されて発生するものであり，降灰量 10cm 以上の場所で
集中して発生する 9)と考えられている． 
出典：鈴木(2013)3)を基に作成 
 
 
上記の火山災害時の発生現象のうち，降下火山灰(以下，降灰と表現する)は広域的被害とな
り，近年でも実績があることから，複数の機関において整理されている6)7)8)．降灰が道路に被害
を与える例を紹介する． 
 
 
 
(cf)地震災害
被害の
種類
地震動，斜面崩壊，
液状化，津波
発生
時期
ほぼ同時
降下火山灰 土石流，洪水 その他
広域的
降灰範囲内で局所的，
複数箇所
火山付近の局所的な被害
被害の
継続
時間
短期的（1週間～
1ヶ月）
不明（実績が少ない） 不明（実績が少ない） 長期的（2ヶ月以上）
火山災害
溶岩流，降下火砕物，火山ガス，空振，岩屑なだれ，津波，火砕流
それぞれ異なる
範囲
地震動の大きさと震源の
位置に依存
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出典：国土交通省気象庁(2012)6)を基に作成 
 
 表 2.2の通り，降灰被害は道路ネットワークに対して一時的には影響を与えるが，除灰作業
によって数日から数週間以内には影響がなくなることが分かる．そして，降灰量と被害継続日数
は，噴火毎に異なることが分かる．これは，火山によって火山灰の性質が異なる，降灰作業車の
配備状況等の火山災害対策が異なるためであると考えられる．このため，これ以降の火山被害の
整理においては関東近郊の火山に関する資料を中心にレビューした． 
降灰以外の被害については，文章で定性的に整理されたもの1)4)が多いが，ここではその紹介
を割愛する． 
 
 発生現象の被害推定 
前述の通り，火山災害時には様々な現象が発生する．中でも降下火山灰は，短時間に広範囲に
被害を与える影響の大きな現象であることから，その被災範囲の推定や道路の途絶確率について
研究されている．例えば木佐ら(2012)5)は，降灰範囲を速やかに推定する手法を提案している．
また玉置ら(2014)8)は降灰に対する道路途絶の可能性についての評価手法を提案している．ここ
では機能的フラジリティ曲線を用いて交通ネットワークの各リンクの低下率を推計している．機
能的フラジリティ曲線とは，ある一つの要因（ここでは降灰量）を用いて脆弱性を評価するため
の指標であり，空間的な広がりを持った災害の全体的な被害推定に適しているとされている．こ
の研究では，2011年の霧島山噴火時の交通状況・降灰量のメッシュデータから降灰時のリンク
毎の途絶確率を以下のように推計し，実データと整合性がある結果だと評価している． 
 
表 2.2  降灰被害の道路への影響 
 
降灰の厚さ(mm)
（1mm=1000～
1700g/m^2)
影響を受けた
道路
詳細
期間
（日）
備考 発生年 火山
75 高速道路 完全閉鎖 5 1980 セントへレンズ
20 通学路 小学校が臨時休校 2011 霧島山
13 市内道路 交通規制 5 視界不良，自動車のエンジン故障 1980 セントへレンズ
7.5
九州自動車道
（高速）
降灰除去のため通行止め 1 南岳から15～20km離れた地点． 1995 桜島
6 高速道路 完全閉鎖 2 視界不良，自動車のエンジン故障 1980 セントへレンズ
1.5 一般道 ノロノロ運転
霧が立ち込めたような状態．一時は
視界３ｍ．対向車が巻き上げる降
灰に視界が遮られる．
1974 新潟焼山
1.3 市内交通 規制 5
定期便の運行を見合わせ，速度制
限
1980 セントへレンズ
国道224号線 通行規制 2012 桜島
国道223号線 一部通行止め 2011 霧島山
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図 2.1 玉置ら(2014)8)による降灰量と途絶確率の関係 推計結果 
 
一方，フラジリティ曲線の推計に 1 つの事例のデータしか用いていないため，道路の代替性が
考慮されていないことが課題であると述べている． 
  
降灰厚さ 途絶確率
1cm 10%
2cm 40%
3cm 80%
4cm 90%
5cm 100%
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2.2 行政の防災対策への取り組み 
鈴木3)は，東京とその近郊に被害を与える危険性のある火山として，富士山，浅間山，箱根
山，榛名山を挙げており，本研究でもこれを行政の取組の調査対象とした．まず4つの火山につ
いて，ハザードマップの整備状況と行政の取り組みを紹介する． 
表 2.3 関東近郊の火山に対する自治体の取り組み 
 
※活火山のうち今後 100 年程度の中長期的な噴火の可能性及び社会的影響を踏まえ，火山防災のために監視・観
測体制の充実等の必要がある火山．日本で 50 火山指定されている． 
 
 
 
 富士山 
富士山については，2004 年に内閣府が組織した富士山火山防災協議会（富士山ハザードマッ
プ検討委員会，富士山火山広域防災検討委員会から成る）によって，丁寧な調査・降灰可能性マ
ップの作成・経済被害評価（産業連関分析）が行われている（図 2.2）．報告書 9)の各現象の可
能性マップは，富士山の形状の変遷，噴火実績等が熟慮された精緻なものが作成されている．降
灰可能性マップに着目すると，全月(12 ヶ月)・全火口位置の降灰可能性範囲を包括したものが作
成されており，2cm 降灰可能性範囲を見れば南関東の半分以上が含まれる(図 2.3)．溶岩流・融
雪型火山泥流のマップも到達する可能性のある範囲を示しているが，この影響範囲は静岡―神奈
川，静岡―山梨の県境であった．また土石流は降灰 10cm 範囲内（主に神奈川県内）の発生可能
性箇所が示されていた．なお上記の発生現象の内，溶岩流等の山肌を流下する現象に対しては既
に砂防対策 12)がなされており，対策がないのは降灰被害のみである． 
常時観測火山※
の指定
ハザードマップ 砂防事業
富士山 ○
◎
内閣府の委員会作成，作成工程・経済被害想
定が公開されている
○
浅間山 ○
○
国土交通省作成，作成工程不明
○
箱根山 ○
△
自治体作成，作成工程不明
×
榛名山 × × ×
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出典：富士山火山防災協議会(2002)9)より引用  
 
図 2.3  富士山大規模噴火時の降灰可能性マップ 
出典：富士山火山防災協議会(2002) 9)に県境を加筆 
 
 
図 2.2  富士山ハザードマップ検討委員会の報告書目次 
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次に，被害想定の章では，宝永噴火と同等の噴火が現在の社会状況下で発生した際の被害想定
を，産業連関分析により行っている．その際の前提条件は次の通りである． 
 
 被害想定で対象とする現象は降灰のみ． 
 農林水産被害，鉄道・道路の交通被害・その他についてヒアリング調査を実施し，個々の対
象物毎に判断基準を設けて評価（降灰の除去が可能かについても加味） 
 噴火が継続した 16 日間(宝永噴火の継続時間)において，①降雨がある場合，②年間を平均
した程度の降雨がある場合，③梅雨期と同程度の降雨がある場合の 3 ケースにおいて評価 
出典：富士山火山防災協議会(2002) 9)  
 
ここで，道路についての判断基準は表 2.4 のように設定されている．なお論文ではなく委員会の
報告書という位置付けであるため，分析に関する詳細な記述はこれ以降なされていない． 
 
表 2.4 道路における降灰時被害の判断基準 
 
出典：富士山火山防災協議会(2002) 9)の7.2より引用 
 
 
 
富士山については，2013 年に内閣官房において国土強靭化計画の文脈で触れられているもの
11)があり，ここでは次のように被害想定がされている． 
 想定被害は降灰，溶岩流，土石流 
 乾燥時 2cm/日以上，湿潤時 5mm /日以上で通行不能と想定 
 被災範囲は，東名高速(富士 IC～厚木 IC)と中央高速(小仏~笹子トンネル)（静岡―神奈
川，東京―山梨県間） 
噴火の継続時間 16日間(宝永噴火の継続時間)
道路
(降雨なし)
降灰が5cm/日以上で除灰不可能となり不通．
不通の割合は1日目100%，2日目50%，3日目25%，4日目0%と減少す
る．
(0.5mm以上の降灰で道路の白線が見えなくなると，除灰作業が開始される)
道路
(降雨あり)
降雨時は除灰作業車が動けず除灰できないとし，5㎜/日以上の降灰で不通．
（有珠山の事例より）
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図 2.4  富士山大規模噴火時の降灰可能性マップと幹線道路 
出典：ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会(2013)11)  
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 浅間山 
浅間山については，前述の富士山ほど丁寧な作成手順や被害想定等はされていないが，降灰可
能性マップが作成されている．また富士山と同様に，発生現象のうち溶岩流等の山肌を流下する
現象に対しては既に砂防対策 14)が展開されており，対策がされていないのは降灰被害のみであ
る． 
 
図 2.5  浅間山噴火時の降灰可能性マップ 
出典：国土交通省利根川水系砂防事務所（2003） 
 
 
 
以上より 
 
 降灰は広域的に短期的な被害を与えることが明らかになっているが，その他の現象につい
ては道路ネットワークに対する影響が不明である 
 降灰以外の山肌を流下する被害については，既に砂防対策がとられている 
 富士山火山防災協議会(2004) 9)では，降灰のみを対象に被害評価を行っている 
 富士山と浅間山については，降灰可能性マップが作成されておりシナリオを構築できる 
 
と言える．そこで本研究では，降灰のみを被害対象として，富士山と浅間山噴火時の交通機能
低下に伴う物流被害評価を行うこととした．
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 研究手法 
  
災害時の経済被害評価の手法については，既に多くの研究により様々なアプローチが提案され
ている．本節では対象とする災害別に経済被害評価手法を紹介する． 
 
3.1 地震 
地震災害時の被害評価手法については，地域経済モデルの一つである空間的一般均衡モデル
（Spatial Computable General Equilibrium Model）を用いたもの17)，産業連関モデルと被災
後の調査から間接被害を算出するもの18)がある．また梶谷(2010)19)は，これまで蓄積された地震
災害時の経済被害評価に関する研究について丁寧に整理した後，複数の社会基盤が同時に被災し
た状況を対象に，産業部門間の交通量や道路混雑への影響を分析するためのアプローチとして，
小さな空間スケールで整備された経済統計（小地域統計データ）と交通工学で用いられる経路選
択モデルを活用した分析を行っている．  
本研究で想定する災害発生時の道路ネットワークの途絶による経済被害評価に関する研究もい
くつか蓄積されている．例えばKimら(2002)20)は産業連関モデルと利用者均衡配分モデルを統合
したモデル（Integrated Input-Output and Transportation Network Model もしくは
Interregional Commodity Flow Model：以下，ICFMと表現する）を構築し，経済被害評価の手
法の検討及び災害時の被害想定を行っている．ここではICFMを用いて，アメリカ全土の基幹交
通のうち一部のリンクが途絶した際の地域別・産業部門毎の被害を推計している．梶谷ら
(2009)20)はKimらのモデルに地域間移出入量と災害時の生産能力に関する制約式を加えた形で定
式化し，阪神淡路大震災を対象としたケーススタディで実被害とモデルの推計値との比較からモ
デルの再現性について考察している．ICFMにより，地域間に波及するマクロな経済被害評価の
みならず，地域間交通ネットワークのリンク一本ごとの性能が地域間の物流に与える影響を評価
できるとしている．また土屋ら(2004)22)は，巨大東海地震発生時の地域間交通機能の損傷におい
て発生する経済損失をSCGEモデルを用いて試算している．この研究では，交通機能の低下を迂
回や混雑に伴う地域間交通費用の変化として表現し，その変化が 財の価格水準等に及ぼす影響
を計測するという手法を用いている．  
ICFMは実際のネットワークで均衡配分を行うというモデルの構造上，短期から長期的な災害
に対して適用できるのに対して，SCGEモデルは長期的な災害シナリオを前提としているという
特徴がある． 
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3.2 火山 
火山災害時の交通網途絶による経済被害評価の手法についても，既往研究もいくつか蓄積され
ている．糸井川ら(2002)23)は雲仙普賢岳噴火災害時の降灰被害により，「通勤通学に要する時間
の増加」，「配送業務の遅れ」，「交通事故の発生」があると定性的に整理し，被害の連鎖構造
分析を行っている．他にも火山災害時の被害評価に関する研究はいくつか存在するが，いずれも
過去の噴火時の定性的な整理やアンケート調査等にとどまっている24)．日野ら(2004)25)は，有珠
山噴火に伴う鉄道貨物輸送不通時の輸送量の減少が地域経済に及ぼす影響を，地域間産業連関表
を用いて定量的に分析している．この研究では平常時と災害時の鉄道貨物の輸送量変化率，鉄道
貨物のシェア率を用いて生産と販売の変化率を求め，北海道と道外の2地域からなる地域間産業
連関表より直接被害額を計測し，産業連関分析より間接被害を推計する手法を構築している．し
かしこの手法は，災害発生後に輸送の減少量が既知の場合に適用できるものであり，災害前の経
済被害評価には適用が難しい．また富士山火山防災協議会(2004)9)では，富士山噴火時の間接被
害額について産業連関分析による推計が行われている．しかし，ここでは交通網途絶区間や期
間・除灰作業による交通網回復等の詳細な条件設定が不明である，交通網の途絶に起因する地域
別・産業部門別の被害評価は行われていないという点で研究の余地がある． 
 
以上の現状を踏まえて，本研究は次のような手順で行った． 
 
 火山災害の特徴に合うような物流被害評価の手法について検討する． 
 関東近郊の火山噴火時のシナリオ分析を行う． 
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 被害評価モデル 
広域的かつ短期的であるという降灰被害の特徴を踏まえ，本研究の研究手法として検討したの
は， 
（１）固定効果重力モデルによる災害時の物流減少量の評価 
（２）Kimら(2002) 20)が提案したInterregional Commodity Flow Model（ICFM）を基本構造
としたモデルによる物流量とネットワークに関する影響評価 
の２つである．（２）の分析をメインに行ったため，以後はこのモデルの紹介とモデルを用いた
シナリオ分析結果を記す． 
 
4.1 概観 
ICFMは，エントロピー型分布・利用者均衡配分統合モデルに地域間産業連関構造の制約式を
加えた形で表される．モデルの特徴は，地域間の金銭的取引量を実際の交通ネットワーク上で配
分するという点にある．これにより，災害時に交通コストが急激に変化したような場合に，産業
連関構造を満たしながら取引量が変化する様子を描写することが可能となる．本節ではICFMを
定式化する．まず各リンクの交通量を以下のように定義する． 
 
m ijr
a
a
ijr
m
ijr fh   (1) 
 
hijrm：経路 r を利用した，産業部門 m の地域 i から地域 j への交易量（トン/年） 
fa：リンク a の交通量（トン） 
φijra：リンク a を利用する場合は 1，利用しない場合は 0 
  
この時，ICFMで想定する目的関数と制約式は次の式で表される． 
 
   
m ij
m
ij
m
ijmm
m j
m
m
ij
jj
a
af
a
xx
g
g
x
dddxhZ
)ln(
1
)(),(min
0


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m
j
n k
n
jk
mnm
ij yxax 





  
i
)(  (3) 
 
r
m
m
ijm
ijr
g
x
h  (4) 
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0mijrh  (5) 
 
da(ω) ：da(ω)=a0(1+α（ω/Ca)β）で表されるBPR型リンクパフォーマンス関数 
xijm：産業部門mの地域iから地域jへの交易額（円/年） 
βm：費用感度パラメータ 
amn：投入係数 
yjm：産業部門mの地域jにおける域内最終需要（円） 
gm：交通量（トン）と交易額（円）の変換係数 
式（3）は地域間産業連関構造を示す式，式（4）は交通量と交易額の変換式，式（5）は全リン
クの交通量の和は負数にならないことから，非負条件を表す制約式である． 
式（3）～（5）を考慮し，ラグランジュの未定乗数法に基づき，一階の条件式を交易額xijmに
ついて整理すると次の式群を得る． 
)exp( mij
mm
j
m
i
m
ijx    (6) 
 
l
lml
i
mmm
i ag )0.1exp(   (7) 
)exp( mj
mmm
j g    (8) 
)exp( jj
mm
j
m
i
m
jj dx    (9) 
ここで，γjm，μjmはラグランジュ乗数である．またμjmについて，1階の条件式を整理すること
で，以下の条件を得る． 

a
a
ijraa
m
ij
m
ijr fdhIf  )(,0  (10) 

a
a
ijraa
m
ij
m
ijr fdhIf  )(,0  (11) 
 
(6)と(9)を式(3)のマテリアルバランス式に代入し，εjmについて解くと， 
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(13) 
 
式(6)をWilsonの繰り返し平衡法（式(7)，(8)のδとεの値を順番に更新する手法）によって推
計することで，各地域間の交易額とOD交通量を得る．得られた結果を解の探索方向として目的
関数最小化問題を解き，OD交通量と(11)のμjm(所要時間)を更新する．このOD交通量とリンクフ
ローを同時に更新する問題は，Evansアルゴリズムによって解く．ここで，本研究では交通量
（トン）と交易額（円）の変換係数gmを1としており，以降では交通量と交易額とをどちらも
「OD物流量」と表現する． 
 
以上の方法を基に，観測OD物流量に適合するような費用感度パラメータβmとBPR型リンクパ
フォーマンス関数のパラメータであるBPR_α，BPR_βの3つのパラメータを求めるキャリブレー
ションを行う．ここで既往研究20)21)では，BPR型リンクパフォーマンス関数のパラメータにはそ
の国で一般的に用いられているパラメータを外生的に用いているが，本研究では日本におけるマ
クロなネットワークを構築したため，ネットワークに合うBPR関数のパラメータも独自に推定し
ている．これにより，日本の道路ネットワークの実態に則したパラメータを得た．また収束計算
において，既往研究20)21)ではHymanの方法が用いられているが，本研究ではより明快かつ効率
的なMulti Start Methodを用いた．詳細なモデルの解法を次節に示す． 
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4.2 解法 
 ここでは，前節で定式化したICFMの解法をフローチャートに示す． 
まずモデルのパラメータ推計の手順は図 4.1の通りである．平常時のOD物流量データとリン
ク所要時間データをインプットし，目的関数の解方向を探索する（最急降下法）．次に，一時的
に求まったパラメータを初期値としてその周辺のパラメータによる目的関数の値を順に調べる
（Multi Start Method）ことにより，目的関数が最小化される時の3つのパラメータの組み合わ
せを求める．以上の方法で3つのパラメータを推定した．  
 
 
図 4.1  パラメータ推計手順 
 
次に，初期化と Evans アルゴリズムについて図 4.2 以降に示す． 
 
 
 
インプット
OD物流量
リンクコスト
初期パラメータをセット
初期化と
Evansアルゴリズム
目的関数最小化問題
の解方向探索
最急降下法
目的関数の解方向を
探索
収束判定
Multi Start
Method
アウトプット
費用感度パラメー
タβ ，
BPR_α ，BPR_β
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図 4.2  推計値の算出手順 
 
  
インプット
OD物流量
リンクコスト
利用者均衡配分
0フロー時，最短所要時
間の経路にODフローを
流す
リンクコスト計算
Wilsonの平衡法
OD物流量を推計
最短経路探索
ODコストを算出
Evansアルゴリズム
OD物流量とリンクフ
ローを更新しながら解
方向探索
アウトプット
OD物流量
ODコスト
リンクフロー
リンクコスト
初期化
収束判定
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ここで，OD 物流量と OD コストを同時に更新していく Evans アルゴリズムの手順について
次に示す．この方法は部分線形化法と呼ばれる，Frank-Wolfe 法を基本とする解方向の探索問題
を解く手法である．なおこの手法に関しては，参考文献 26)の 118 と 206 ページに詳しい． 
 
STEP0 初期化 
STEP1 リンクコストの更新 
STEP2 方向探索 
i. ①の結果から各 OD ペア間の最短経路と OD コストを求める 
ii. Willson の繰り返し平衡法で OD 物流量?̂?𝑘を求める 
iii. 物流額?̂?𝑘を台数に変換，最短経路に流しリンクフロー𝑓𝑘を求める 
STEP3 一次元探索 
    黄金分割法による一次元探索 
STEP4 解の更新 
𝑥𝑘+1 = (?̂?𝑘 + 𝑥𝑘  )/2,  𝑓𝑘+1 = (𝑓𝑘 + 𝑓𝑘  )/2 で解を更新 
STEP5 収束判定 
 
 
また，Wilson の繰り返し平衡法を次に示す．この方法は，バランシングファクターと呼ばれる
δiと εiを交互に更新していくことにより，ある所要時間の時の物流量 xijを推計する手法である． 
 
初期化 
STEP1 𝒌 ← 𝟏 
    𝜺𝒊
𝒎 ← 𝜺𝒊
𝒎(𝟎) = 𝟏. 𝟎     
STEP2 𝜹𝒊
𝒎(𝒌) を計算 
 
STEP3 𝜺𝒊
𝒎(𝒌) を計算 
 
 
 
 
 
  
STEP4 収束判定  
 
l
lml
i
mmm
i ag )0.1exp( 
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 シナリオ分析 
 第 2 章の終わりで述べた通り，本研究で想定する被害は広域的かつ短期的な被害を与える降
灰のみとしている．以下では，降灰被害により都道府県間の道路ネットワークがした場合（降雨
がなく，除灰作業開始前で，県間では平常通りの産業連関構造を満たしながら取引が行われる場
合）を想定し，複数シナリオを構築した． 
本章では，前章の ICFM を用いて行った火山噴火時の物流被害評価について，被災シナリオ
構築，モデル適用の前提条件，シナリオ分析結果の順に述べる． 
 
5.1 シナリオ構築 
シナリオは噴火の規模により複数設定した．富士山噴火時について 4 段階，浅間山噴火時には
2 段階構築している．各シナリオでは，降灰マップの当該範囲内に都道府県間リンクを連想させ
る高速道路が含まれていれば，途絶もしくは交通容量を低下させている．以下に詳細なシナリオ
の内容を示す．なお，本研究で構築したネットワークについては 5.2.1 節に詳細を示した． 
富士山１～３のシナリオは，富士山火山防災協議会(2004)9) の降灰可能性マップ（図 2.3）を
参考に，噴火の規模に応じて設定した．富士１は，降灰マップの 10cm 範囲内に 2cm 程度の降
灰が積もり，交通容量が低下する程度の小規模な噴火の場合を，富士 2 は降灰マップの 10cm 範
囲に含まれるリンクが途絶する程度の中規模の場合を，富士３は 10cm 範囲内のリンクが途絶
し，2cm 範囲内のリンクの容量が低下する大規模な噴火を想定した． 
富士山４では宝永大噴火の降灰実績（図 5.1）を参考にリンクの容量を設定した．これを用意
した理由は，降灰可能性マップ（図 2.3）は 1 年間の全風向きでの降灰マップを重ねた包絡線で
あることから，シナリオ３の設定では過大推計になると考えたためである． 
次に，浅間１と２は国土交通省利根川水系砂防事務所(2003)13)を参考に設定した．浅間１は降
灰可能性範囲に 2cm 程度の降灰が積り，交通容量が低下する程度の小規模な噴火を，浅間 2 は
5cm 以上の降灰がつもりリンクが途絶する中規模以上の噴火を想定した． 
 
図 5.1  宝永噴火時の降灰実績 
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交通容量の減少率は 2.1.2 の図 2.1 で紹介した，玉置ら(2014)の途絶確率を参考に表 5.1 のよ
うに設定した．玉置らの結果は「あるリンクに xcm の降灰量があった際の途絶確率」であり，本
研究の「都道府県間リンクの容量低下率」とは直接的には解釈できないが，他に参考となるデー
タもないためこれを拡大解釈して用いることとした．以上の方法で設定した被災シナリオを， 
表 5.2 と図 5.2 に示す． 
 
表 5.1 玉置ら(2014)によるリンク途絶確率(左)と 
本研究における容量低下の設定方法(右) 
 
 
 
 
表 5.2 被災シナリオ
 
 
 
降灰厚さ 途絶確率 降灰可能性厚さ 県間交通容量
1cm 10% 1cm 90%
2cm 40% 2cm 60%
3cm 80% 3cm 20%
4cm 90% 4cm 10%
5cm 100% 5cm 0%
【Ⅰ－１】
富士
【Ⅰ－２】
富士
【Ⅰ－３】
富士
【Ⅰ－４】
富士
【Ⅱー１】
浅間
【Ⅱー２】
浅間
小 中 大 宝永実績 小 大
10cm範囲に
2cmの降灰：
容量減
10cm範囲：
途絶
10cm範囲：
途絶
2cm範囲：
容量減
宝永大噴火の
降灰被害
降灰可能性
範囲：
容量減
降灰可能性
範囲：
途絶
神奈川―静岡 60% 0% 0% 0%
東京―山梨 60% 0% 0% 75%
神奈川―山梨 60% 0% 0% 90%
東京―神奈川 60% 10%
山梨―静岡 60% 100%
東京―千葉 60% 90%
東京―埼玉 60% 100%
千葉―埼玉 60% 100%
千葉―神奈川 60% 0%
群馬―長野 100% 100% 60% 0%
降灰可能性
マップ
降灰可能性
マップ
降灰可能性マップ 宝永実績
浅間山防災
マップ
浅間山防災
マップ
根拠資料
100%
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
設
定
噴火の規模
状況
被災シナリオ（数字は交通容量．平常時の交通容量を100％）
100% 100%
100%
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図 5.2 被災シナリオ（黒：途絶リンク，グレー：容量低下リンク） 
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5.2 前提条件 
次に，モデル適用の際の前提条件を以下に示す． 
 
 物流以外の一般の交通量については考慮しない． 
実際の災害発生時には，一般交通量も変化すると考えられる．しかしながらその際の交通行
動についてのデータは少なく考慮が難しい．そのため本研究では，災害時にも一般交通量は
平常時と変化せず貨物物流量に影響しないと仮定し分析を行う． 
 
 外生変数として投入係数 amn，最終需要 y，変換係数 gmを設定する． 
より詳細な各変数の設定方法は 5.2.2 節で示す．なお本研究ではモデルの単純化のため，産
業部門 m，n と変換係数 gmは１とする． 
 
 平常時と災害時の両ケースにおいて，同じ費用感度パラメータβmを用いる． 
これは平常時と災害時において他県との交易バランスの決め方が変わらないと仮定している
ことに等しい．これも実際の災害発生時には救援物資等の品目の増加や取引先の変化が起こ
ると考えられるが，相当するデータを準備できないためこのように仮定し分析を行う． 
 
 
 ネットワーク 
 
ここでは，ネットワークの構築方法とリンク容量の設定方法について述べる． 
まずネットワークは，各都道府県の県境所在地に 1 つのノード，隣接県間に 1 本のリンクを持つ
マクロな構造とした．リンクの所要時間は，Google map のルート検索機能より隣接県間の所要
時間を 1 本ずつ調べて入力した．その際の詳細な設定条件を下記に示す． 
 
【リンク所要時間の設定方法】 
 10/18(水)10：00 出発でルート検索． 
 隣接県間のみを通るルートとする． 
 所要時間に幅がある時は，1 番短い時間を採用． 
 他県をまたいでしまう場合： 
 隣接部が山岳地域 
→リンクなし 
（富山－長野,群馬―福島，静岡―長野，石川―岐阜） 
 隣接部が平地 
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→国道以上が存在すればそのルートとする． 
(山形－福島,山梨－神奈川，山口―島根，鳥取‐岡山，長野‐愛知)  
※例外※ 国道以上の別ルートがあったとしても他県をまたぐ最短経路を採用 
(東京－山梨，埼玉－茨城，鳥取―兵庫) 
 フェリーで接続 
→トラックを積載出来るフェリーが就航しているか否かで個別対応 
（北海道―青森はトラックを積載出来るフェリーのため接続，山口―愛媛は積載出来な
いためリンクなし） 
 
この条件の下片方向 85 本のリンクについて所要時間を調べ，逆方向でもリンク所要時間は等し
いとして，両方向の隣接行列を作成した（リンク本数 170）． 
 
表 5.3 リンク所要時間の ODマトリクス
 
 
次に，リンク容量の設定方法について述べる． 
リンク容量は，平成 27 年交通センサスの箇所別基本表 31)を集計し設定した．詳しい設定手順を
次に示す． 
 
【リンク容量の設定方法】 
 道路種別は全道路種別 
 接続区分３（都道府県境）を抽出 
 エクセルで OD を認識する処理をした際に，O,D に#value!が含まれたもの（172/2246），容
量が#DIV/0!(46/2246)であったものは除いた，2028 データを対象にした． 
 下記の手順で 24 時間大型車交通容量を求めた． 
北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県
北海道 0 470 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
青森県 470 0 170 0 160 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岩手県 0 170 0 120 120 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
宮城県 0 0 120 0 170 50 65 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
秋田県 0 160 120 170 0 190 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山形県 0 0 0 50 190 0 100 0 0 0 0 0 0 0 170 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福島県 0 0 0 65 0 100 0 150 120 0 0 0 0 0 140 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
茨城県 0 0 0 0 0 0 150 0 65 0 85 110 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
栃木県 0 0 0 0 0 0 120 65 0 80 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 80 0 100 0 0 0 140 0 0 0 0 110 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 85 0 100 0 110 45 0 0 0 0 0 190 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
千葉県 0 0 0 0 0 0 0 110 0 0 110 0 55 60 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45 55 0 45 0 0 0 0 90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60 45 0 0 0 0 0 210 0 0 130 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
新潟県 0 0 0 0 0 170 140 0 0 140 0 0 0 0 0 160 0 0 0 140 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 160 0 50 0 0 0 160 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50 0 65 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65 0 0 0 190 0 0 0 120 160 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 190 0 90 210 0 0 0 0 0 120 0 120 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 110 0 0 0 0 140 0 0 0 120 0 210 0 190 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岐阜県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 160 0 190 0 210 0 0 40 90 90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 130 0 0 0 0 120 0 0 0 130 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 190 40 130 0 70 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90 0 70 0 65 0 0 0 85 270 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 120 0 0 90 0 0 65 0 30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 160 0 0 0 0 0 0 30 0 50 75 55 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50 0 40 40 70 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 75 40 0 0 0 140 0 130 0 0 90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 85 0 55 40 0 0 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 270 0 0 70 0 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 140 0 0 0 120 160 260 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 120 0 0 140 250 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 130 0 0 160 0 0 120 0 0 75 0 0 0 0 0 0 0 0 0
広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 260 140 120 0 100 0 0 170 0 0 0 0 0 0 0 0
山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 250 0 100 0 0 0 0 0 120 0 0 0 0 0 0
徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90 0 0 0 0 0 0 0 0 70 140 120 0 0 0 0 0 0 0
香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 75 0 0 70 0 120 0 0 0 0 0 0 0 0
愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 170 0 140 120 0 120 0 0 0 0 0 0 0
高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 120 0 120 0 0 0 0 0 0 0 0
福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 120 0 0 0 0 0 80 0 85 110 0 0
佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 80 0 85 0 0 0 0
長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 85 0 0 0 0 0
熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 85 0 0 0 150 140 130
大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 110 0 0 150 0 160 0
宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 140 160 0 110
鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 130 0 110 0
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（１）自動車類交通容量(台/12h)(全車交通量(台/12h)÷混雑度）…①を求める 31)． 
（２）①×2 で 24h 全車交通量…② 
（３）24h 大型車混入率(24h 大型台÷24h 全車交通量)…③を求める． 
（４）②×③より 24h 大型車交通容量(上下計)を求める． 
（５）１リンクの交通容量として集計されたものを２で割る(上下分ける)． 
 
 
※例外※ 
 千葉―神奈川：交通センサスのアクアラインのデータを利用 
 北海道―青森： 7100（台/24h）(北海道→45 都府県の和が 6108 トン) 
 山口―愛媛：トラック積載不可のフェリーなのでリンクなしに変更 
 東京―山梨間のリンク容量修正（中央道のデータを神奈川経由から修正） 
 静岡―神奈川間のリンク容量修正（東名高速のデータを含むように修正） 
 
表 5.4 交通センサス箇所別基本表（一部抜粋） 
 
表 5.5 都道府県間の 24時間大型車交通容量
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側／
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路線
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路線
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２４時間
自動車
類交通
量（上下
合計）／
大型車
（台）
２４時間
自動車
類交通
量（上下
合計）／
合計
（台）
昼夜率
昼間１２
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時間大
型車混
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混雑度
1 東北自動車道3 5E+09 東北自動車道1 2E+09 一般国道７号7.8 3693 1880 5573 4525 3553 8078 1.45 9.8 33.7 0.26
1 八戸自動車道3 3E+09 八戸自動車道1 2E+09 名川階上線4.1 3170 1740 4910 3861 2724 6585 1.34 9.9 35.4 0.19
3 一般国道４号3 3E+09 一般国道４号2 3E+09 目時停車場線0.3 5517 1752 7269 6746 2486 9232 1.27 10.8 24.1 0.82
3 一般国道７号3 5E+09 一般国道７号2 2E+09 一般国道２８２号3 3747 1230 4977 4498 1791 6289 1.26 9.8 24.7 1.13
3 一般国道４５号3 3E+09 一般国道４５号1 2E+09 八戸階上線2.4 7072 982 8054 8845 1236 10081 1.25 10.6 12.2 0.74
3 一般国道１０３号3 5E+09 一般国道１０３号1 2E+09 一般国道１０３号0.1 2641 358 2999 3154 505 3659 1.22 14.9 11.9 0.51
3 一般国道３４０号3 3E+09 一般国道３４０号1 2E+09 名川階上線3.5 3457 419 3876 4239 490 4729 1.22 12.7 10.8 0.52
3 一般国道４５４号3 5E+09 一般国道４５４号1 2E+09 一般国道１０３号4.8 76 62 138 80 62 142 1.03 18.8 44.9 0.05
3 一般国道４５４号3 5E+09 一般国道４５４号1 2E+09 一般国道１０２号0.1 572 25 597 730 46 776 1.3 13.8 4.2 0.09
北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県
北海道 0 7100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
青森県 7100 0 36340 0 33018 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岩手県 0 36340 0 74081 32970 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
宮城県 0 0 74081 0 1824 34622 77675 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
秋田県 0 33018 32970 1824 0 10659 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山形県 0 0 0 34622 10659 0 6184 0 0 0 0 0 0 0 10489 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福島県 0 0 0 77675 0 6184 0 35441 57879 0 0 0 0 0 9962 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
茨城県 0 0 0 0 0 0 35441 0 184806 0 64289 127358 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
栃木県 0 0 0 0 0 0 57879 184806 0 93643 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
群馬県 0 0 0 0 0 0 0 0 93643 0 113092 0 0 0 28846 0 0 0 0 31942 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
埼玉県 0 0 0 0 0 0 0 64289 0 113092 0 86277 432142 0 0 0 0 0 1032 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
千葉県 0 0 0 0 0 0 0 127358 0 0 86277 0 146183 10924 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
東京都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 432142 146183 0 329971 0 0 0 0 26381.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
神奈川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10924 329971 0 0 0 0 0 20769.5 0 0 48635 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
新潟県 0 0 0 0 0 10489 9962 0 0 28846 0 0 0 0 0 36368 0 0 0 31187 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
富山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36368 0 43361 0 0 0 11756 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
石川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 43361 0 36993 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36993 0 0 0 5837 0 0 0 48022 10362 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山梨県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1032 0 26381.5 20769.5 0 0 0 0 0 42188 0 20021 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
長野県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31942 0 0 0 0 31187 0 0 0 42188 0 55409 0 6079 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岐阜県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11756 0 5837 0 55409 0 0 163613 21566 41802 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
静岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48635 0 0 0 0 20021 0 0 0 51766 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
愛知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6079 163613 51766 0 100671 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21566 0 100671 0 78662 0 0 0 51544 3145 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48022 0 0 41802 0 0 78662 0 84249 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
京都府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10362 0 0 0 0 0 0 84249 0 92075 59920 9779 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
大阪府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 92075 0 249366 79540 22955 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
兵庫県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 59920 249366 0 0 0 7677 0 82525 0 0 35070 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
奈良県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 51544 0 9779 79540 0 0 12221 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3145 0 0 22955 0 12221 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鳥取県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7677 0 0 0 16154 32715 2836 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
島根県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16154 0 0 48726 48930 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岡山県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 82525 0 0 32715 0 0 79759 0 0 31940 0 0 0 0 0 0 0 0 0
広島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2836 48726 79759 0 46818 0 0 3220 0 0 0 0 0 0 0 0
山口県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48930 0 46818 0 0 0 0 0 60361 0 0 0 0 0 0
徳島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35070 0 0 0 0 0 0 0 0 30918 7799 6244 0 0 0 0 0 0 0
香川県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31940 0 0 30918 0 40042 0 0 0 0 0 0 0 0
愛媛県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3220 0 7799 40042 0 32843 0 0 0 0 0 0 0
高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6244 0 32843 0 0 0 0 0 0 0 0
福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60361 0 0 0 0 0 127459 0 39788 51644 0 0
佐賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 127459 0 35149 0 0 0 0
長崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35149 0 0 0 0 0
熊本県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 39788 0 0 0 18801 28911 7302
大分県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 51644 0 0 18801 0 12237 0
宮崎県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28911 12237 0 55906
鹿児島県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7302 0 55906 0
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図 5.3 構築した道路ネットワークと大型車交通容量  
 
 
 
 各変数の設定方法 
 モデル内の各変数の設定方法について，表 5.6 にまとめて示す． 
 
表 5.6 各変数の設定方法 
 
  
変数 設定方法
d a (ω)
リンクパフォーマンス関数は，d a (ω)=a 0 (1+α（ ω /C a )
β） の
BPR型関数
(α=0.80， β=0.60 (モデル内で推定)
交通容量C a ：H27交通センサス箇所別基本表より集計
自由旅行時間a 0：google map 経路検索機能より設定)
x ij 観測OD交通量(初期値）は県間流動貨物量
8)
m, g 産業部門数，交通量と金額の変換係数は1
a
mn， y j
m 平成23年産業連関表9)
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5.3 シナリオ分析結果とモデルの評価 
 パラメータ推定結果 
前述の手法でパラメータを推定した結果，β＝0.018，BPR_α＝0.80，BPR_β＝0.60 となった．
パラメータ推計の経過は図 5.4 の左図に示した．より詳しい経過は付表を参照されたい． 
現況再現性は図 5.4 の右図の通りである．  
 
 
図 5.4  パラメータ推計の経過（左）と現況再現性（右） 
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 モデルの評価 
  はじめに，推計したモデルの特徴について，各シナリオでの推計値の比較を通して述べる．
OD の総和は微増した．これは内々が減少，県間が微増の傾向によるものであった．この県間の
増加は近畿地方内など地域内の県間物流量の増加に起因すると考えられる(表 5.7 の下表は富士
シナリオ 2 の場合の OD 物流量の増加量を地域別に集計した表である)． 
また今回推計したモデルは物流量に関する重力モデルの影響を強く受けており，所要時間が少
ない県間の物流量は多く，所要時間が多い県間の物流量は少なく推計する傾向にある．そのた
め，災害時物流量の推計時には関東―関西間等の物流量が極端に少なく推計される事例があっ
た．（例：大阪から東京は平常時 3500 から災害時 0.08 になった．） 
上記のモデルによる算出結果の傾向を念頭に置き，以降ではシナリオ分析結果を行った．な
お，以降の GIS図の元データは付表に示した． 
 
表 5.7  モデルによる平常時・災害時推計値の比較
 
 
 
 
 
  
平常時
【Ⅰ－１】
富士
【Ⅰ－２】
富士
【Ⅰ－３】
富士
【Ⅰ－４】
富士
【Ⅱー１】
浅間
【Ⅱー２】
浅間
4.304 4.318 4.430 4.400 4.347 4.304 4.312
2.326 2.108 2.192 2.247 2.204 2.326 2.329
1.978 2.210 2.238 2.153 2.143 1.978 1.984
1 1.003 1.029 1.022 1.010 1.000 1.002
1 0.906 0.942 0.966 0.947 1.000 1.001
1 1.117 1.131 1.089 1.083 1.000 1.003
OD交易量総和[百万]
OD交易量（内々）[百万]
OD交易量（県間）[百万]
OD総和増加割合
OD（内々）増加割合
OD（県間）増加割合
項目
富士2のOD増加量
北海道 東北 南関東 北関東・甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 発増加量
北海道 -685 -1029 -306 -57 -237 -409 -3 -21 -21 -2768
東北 163 67142 -27762 4460 2852 -6358 -4037 -1360 -145 -733 34222
南関東 -1249 -28509 180361 -59834 -10359 -43386 -25059 -4355 -2008 -4630 970
北関東・甲信 -382 -8693 -19934 83618 1192 6578 -17766 -4137 -812 -3035 36629
北陸 0 -806 -18958 1455 45397 19047 -2219 -1454 -785 -1360 40317
東海 -45 -8467 -58066 -29860 -11649 88209 -43776 -10268 -4889 -10890 -89701
近畿 -21 -4962 -37524 -16505 -6204 55533 236207 -12677 -2886 -14912 196049
中国 -8 -1090 -10016 -3077 -2602 -13916 -19008 24529 -904 -458 -26551
四国 0 -897 -5958 -3506 -1719 -6056 3421 23389 32459 -3406 37726
九州 -27 -1220 -6014 -1744 -634 -7479 -10813 -4728 -2167 68029 33202
着増加量 -1568 11813 -4901 -25299 16217 91934 116541 8933 17843 28584 260096
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 富士山噴火時のシナリオ分析結果 
  シナリオ 1~3 は降灰可能性マップから程度が違うが傾向が似た結果となった．以降では 3 シ
ナリオの内，中間のシナリオ 2 における結果と，宝永噴火実績から設定したシナリオ 4 について
評価を行う． 
 
（１） 【富士シナリオ 2】県間の ODコスト変化・迂回行動の発生について 
 県間の OD コストは，全 2116 ペアの内 191 ペア(9％)において増加すると推計された．またリ
ンクコストが OD コストよりも大きく，明らかに迂回行動が起こっていたリンクは 9 つとなっ
た． 
表 5.8  【富士山シナリオ】県間 ODコスト変化と迂回の発生数について 
 
※シナリオ１から３を比較すると，リンクコスト＞OD コストである OD ペア数は，交通容量の減少に伴い減少
する結果となったが．これは交通容量が減少するにつれて，OD 物流量が過度に減少し，OD コストが減少した
ためであると考えられる． 
 
  次に，迂回行動については図 5.5 のような結果となった． 
 
 
 
平常時
【Ⅰ－１】
富士
【Ⅰ－２】
富士
【Ⅰ－３】
富士
【Ⅰ－４】
富士
ODペア数 2116 106 191 179 175
割合 100% 5.01% 9.03% 8.46% 8.27%
山梨埼玉 福井岐阜 京都福井 福井岐阜
長野愛知 福井京都 長野岐阜 山形福島
和歌山三重 山梨埼玉 千葉神奈川 福井京都
神奈川千葉 長野愛知 三重和歌山 山梨埼玉
宮城秋田 和歌山三重 長野愛知
秋田宮城 宮城秋田 鳥取広島
千葉神奈川 三重和歌山 和歌山三重
三重和歌山 埼玉山梨 宮城秋田
埼玉山梨 愛知長野 三重和歌山
神奈川山梨 千葉埼玉
山梨神奈川 愛知長野
ODコスト増加
(1.01より大）
項目
リンクコスト＞ODコスト
（明らかに迂回が
発生している県間）
(OD)
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図 5.5 【富士シナリオ 2】リンクコスト増加割合と迂回行動 
 
東海・関西から東京へ向かう経路は，平常時には岐阜・長野・山梨経由であるが，災害時には
岐阜・長野・群馬・埼玉経由に迂回すると推計された．ここで，平常時に神奈川・静岡経由にな
らない理由は，神奈川→静岡→愛知は最短所要時間に対してリンクコストが大きく利用されにく
いためだと考えられる（表 5.9）．また迂回が発生していても長野から群馬のリンクフローが増
加しない理由は，東海・関西から東京の OD フローがグラビティモデルによって少なく推計され
ているからであると考えられる．（例：大阪→東京は平常時 3500 から災害時 0.08 になった．）他
にも東北から神奈川へ向かう経路は，福島・栃木・茨城・埼玉・東京経由から福島・茨城・千葉
経由に変化すると推計された．また関東圏内について見れば，山梨から東京へのリンクが途絶し
たことに伴い，山梨から東京・神奈川が埼玉経由へ迂回，山梨から埼玉が群馬経由へ迂回，群馬
から山梨が埼玉経由から長野経由に変化すると推定された．これより，山梨―東京の重要なリン
クが途絶することによって，北方向に迂回行動が伝搬し，山梨―埼玉間の細いリンクが非常に混
雑することが示唆された(山梨―埼玉のリンクコストは平常時比約 4 倍)． 
表 5.9  最短所要時間に対する平常時リンクコストの割合 
 
北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島
北海道 1 1.497 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
青森 1.413 1 1.476 1 1.104 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
岩手 1 1.426 1 1.466 1.082 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
宮城 1 1 1.443 1 2.823 1.265 1.595 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
秋田 1 1.065 1.132 2.197 1 1.344 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
山形 1 1 1 1.227 1.335 1 1.777 1 1 1 1 1 1 1 1.557 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
福島 1 1 1 1.640 1 1.737 1 1.942 1.250 1 1 1 1 1 1.973 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
茨城 1 1 1 1 1 1 1.965 1 1.381 1 1.816 1.557 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
栃木 1 1 1 1 1 1 1.291 1.396 1 1.493 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
群馬 1 1 1 1 1 1 1 1 1.424 1 1.584 1 1 1 1.608 1 1 1 1 1.900 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
埼玉 1 1 1 1 1 1 1 1.684 1 1.475 1 1.000 1.478 1 1 1 1 1 1.000 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
千葉 1 1 1 1 1 1 1 1.591 1 1 1.000 1 1.489 3.720 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
東京 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.461 1.358 1 1.357 1 1 1 1 1.742 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
神奈川 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3.453 1.515 1 1 1 1 1 1.000 1 1 2.307 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
新潟 1 1 1 1 1 1.493 2.171 1 1 1.806 1 1 1 1 1 1.670 1 1 1 1.481 1 1.000 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
富山 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.676 1 1.706 1 1 1 1.660 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
石川 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.693 1 1.705 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
福井 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.675 1 1 1 1.546 1 1 1 1.637 1.000 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
山梨 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.000 1 1.502 1 1 1 1 1 1 1.343 1 1.483 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
長野 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.771 1 1 1 1 1.433 1 1 1 1.381 1 1.522 1 2.757 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
岐阜 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.873 1 1.566 1 1.522 1 1 1.445 1.227 2.380 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
静岡 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2.627 1 1 1 1 1.388 1 1 1 2.386 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
愛知 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3.240 1.678 2.582 1 1.817 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
三重 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.489 1 2.148 1 1.208 1 1 1 2.067 1.000 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
滋賀 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.621 1 1 1.910 1 1 1.152 1 2.075 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
京都 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.000 1 1 1 1 1 1 1.838 1 1.455 2.098 1.325 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
大阪 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.500 1 1.363 2.142 1.495 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
兵庫 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.790 1.612 1 1 1 1.670 1 1.878 1 1 1.604 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
奈良 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2.444 1 1.315 1.644 1 1 1.314 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
和歌山 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.000 1 1 1.605 1 1.458 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
鳥取 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.946 1 1 1 1.276 1.071 1.364 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
島根 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.614 1 1 1.167 1.000 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
岡山 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.874 1 1 1.182 1 1 1.950 1 1 1.366 1 1 1 1 1 1 1 1 1
広島 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.593 1.218 1.756 1 1.987 1 1 1.881 1 1 1 1 1 1 1 1
山口 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.000 1 2.020 1 1 1 1 1 1.808 1 1 1 1 1 1
徳島 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.922 1 1 1 1 1 1 1 1 1.426 1.845 1.703 1 1 1 1 1 1 1
香川 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.313 1 1 1.542 1 1.213 1 1 1 1 1 1 1 1
愛媛 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2.220 1 2.566 1.200 1 1.167 1 1 1 1 1 1 1
高知 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.510 1 1.059 1 1 1 1 1 1 1 1
福岡 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.747 1 1 1 1 1 1.349 1 1.749 1.343 1 1
佐賀 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.258 1 1.412 1 1 1 1
長崎 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.295 1 1 1 1 1
熊本 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.637 1 1 1 1.144 1.430 2.080
大分 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.290 1 1 1.257 1 1.226 1
宮崎 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.334 1.090 1 1.144
鹿児島 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.738 1 1.122 1
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（２） 【富士シナリオ 2】富士山近郊の都県着の ODコストと物流量の変化（図 5.6） 
 東京都着 
OD コストは，リンクが途絶する山梨と，迂回が必要になる静岡・東海・長野からのコス
トが増加した．また千葉からの OD コストは混雑により 1.05 倍と微増すると推計された．
OD 物流量については，山梨・千葉からの物流量を約 2.5 倍，神奈川・埼玉からの物流量を
約 1.3 倍にすると推計された．しかし，山梨からの OD コストは約 4 倍になるにも関わら
ず物流量を増やす，県内の物流量は３％減少するという，他とは異なる傾向の結果もあっ
た．なお，富士シナリオ 3 ではこの傾向はないことから，この原因は東京の地域特性では
なく，シナリオ 2 のネットワーク状況の際の結果であると考えられる． 
 
 神奈川県着 
OD コストは，リンクが途絶する静岡・山梨からのコストが増加，また迂回により長野か
らの OD コストが増加すると推計された（山梨経由から群馬・埼玉経由へ変化）．OD 物流
量については，距離が遠く OD コストが増加する県からの物流量を減らし，OD コストは
微増するが距離が近い東京・埼玉・千葉からの物流量を増加させると推計された． 
 
 静岡県着 
関東からの経路変更に伴い（山梨経由から群馬・長野経由に迂回），全関東県から静岡への
OD コストが増加した．一方，長野からの経路は変化しないことから，長野から静岡間は
混雑により OD コストが増加すると推計された．山梨からの OD 物流量は約 3 倍，岐阜・
福井からの物流量は約 1.6 倍になると推計された． 
 
 山梨県着 
OD 物流量は OD コストが増加する関東県との取引量は平常時の 50％ほどに減少した．そ
の分，長野や静岡からの物流量を約 5 倍に増加させている．東京・静岡から山梨の OD コ
ストは増加するが，山梨県への供給量を維持するため交易を増加させると考えられる． 
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図 5.6  【富士山シナリオ 2】ODコストと物流量の変化 
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（３） 【富士シナリオ 4】ODコストの変化・迂回行動の発生について 
県間の OD コストは，全 2116 ペアの内 170 ペア(8.27％)において増加すると推計された．ま
たリンクコストが OD コストよりも大きく，明らかに迂回行動が起こっていたリンクは 11 箇所
となり，シナリオ 2 よりも微増した（表 5.8）． 
 
 次に迂回行動については，シナリオ 2 で見られた関西から東京，東北から神奈川のような規模
の大きな迂回はシナリオ 4 では見られなかった．シナリオ 4 のみの迂回として，長野・岐阜から
千葉の経路は，山梨・東京経由から群馬・埼玉経由へと変化した．関東近郊に着目してみると，
山梨から埼玉が災害時には東京経由に変化，逆に山梨から神奈川へは東京経由から経由地なしに
変化しており，シナリオ 2 とは異なり，東京を中心としたリンクの混雑が起こることが明らかに
なった（図 5.7）． 
 
図 5.7 【富士シナリオ 4】リンクコスト増加割合と迂回行動 
 
（４） 【富士シナリオ 4】富士山近郊の都県着の ODコストと物流量の変化 
 東京都着 
容量が平常時の 10%にまで減少した神奈川からの OD コストは，平常時の 4.8 倍と推計さ
れた．また長野からの OD コストは，経路は変化せず混雑により微増している．OD 物流
量は，距離が近く交通容量があまり減少しない山梨からの取引量を増加させる結果になっ
た．ただし，平常時の約 24 倍にするという結果であったが，これはモデルにおいて各県の
生産能力の制限を設けていないことに起因考えられる． 
 
 神奈川県着 
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リンクが途絶・容量低下する静岡・山梨県からの OD コストが約 1.2 倍に増加，長野から
の OD コストは東京経由から埼玉経由へと経路が変化したことにより約 1.1 倍に増加して
いる．OD 物流量はシナリオ 2 とは異なり，全都道府県からの物流量が減少すると推計さ
れた． 
 
 静岡県着 
静岡―神奈川と神奈川―千葉のリンク途絶により，南関東からの所要時間約 1.3 倍に増加
し物流量が平常時の 10％以下など大幅に減少するという結果になった．シナリオ 4 では，
シナリオ 2 で見られた岐阜・長野からの物流量の増加は見られなかった．これはシナリオ
2 では静岡着の物流量が 104,400 であったのに対し，シナリオ 4 では 88,077 と物流量自体
が減少したためであると考えられる． 
 
 山梨県着 
東京・静岡・千葉からの OD コストが約 1.1 倍に増加しており，これらはいずれも混雑に
よるものであった．シナリオ 2 とは異なり，交通容量が低下する神奈川や千葉からの物流
量を増加させる結果となった． 
 
 
図 5.8  【富士山シナリオ 4】ODコストと物流量の変化 
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（５） 富士シナリオ共通事項の結果 
富士全シナリオに共通して，近畿地方内における OD 物流量の増加量が大きい．これは前述の
通り，関東との物流量が減少し，その分を地方内で賄うために地域内物流量を増加させるためで
あると考えられる．一方増加割合では，北陸において平常時の約 4.2 倍に推計された．他にも，
中国・四国地方間の増加割合が高かった．これらの地域は被災地とは離れているが，道路ネット
ワークの途絶によって間接的な被害を受けることが考えられる． 
 
 
表 5.10  地域間 OD物流量の災害時増加量と増加割合 
 
 
 
  
富士2のOD増加量
北海道 東北 南関東 北関東・甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 発増加量
北海道 -685 -1029 -306 -57 -237 -409 -3 -21 -21 -2768
東北 163 67142 -27762 4460 2852 -6358 -4037 -1360 -145 -733 34222
南関東 -1249 -28509 180361 -59834 -10359 -43386 -25059 -4355 -2008 -4630 970
北関東・甲信 -382 -8693 -19934 83618 1192 6578 -17766 -4137 -812 -3035 36629
北陸 0 -806 -18958 1455 45397 19047 -2219 -1454 -785 -1360 40317
東海 -45 -8467 -58066 -29860 -11649 88209 -43776 -10268 -4889 -10890 -89701
近畿 -21 -4962 -37524 -16505 -6204 55533 236207 -12677 -2886 -14912 196049
中国 -8 -1090 -10016 -3077 -2602 -13916 -19008 24529 -904 -458 -26551
四国 0 -897 -5958 -3506 -1719 -6056 3421 23389 32459 -3406 37726
九州 -27 -1220 -6014 -1744 -634 -7479 -10813 -4728 -2167 68029 33202
着増加量 -1568 11813 -4901 -25299 16217 91934 116541 8933 17843 28584 260096
富士2のOD増加割合
北海道 東北 南関東 北関東・甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州
北海道 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
東北 1.535 2.179 0.078 1.316 1.551 0.006 0.000 0.000 0.000 0.000
南関東 0.000 0.022 1.783 0.462 0.046 0.015 0.000 0.000 0.000 0.000
北関東・甲信 0.000 0.531 0.834 2.857 1.141 1.237 0.012 0.000 0.000 0.000
北陸 101408793.653 0.844 0.069 1.150 4.246 2.569 0.873 0.089 0.068 0.000
東海 0.000 0.001 0.009 0.258 0.196 1.493 0.448 0.019 0.016 0.000
近畿 0.000 0.000 0.000 0.024 0.531 2.015 2.663 0.584 0.713 0.001
中国 0.000 0.000 0.000 0.000 0.007 0.015 0.411 1.458 0.895 0.967
四国 285135361.502 0.000 0.000 0.000 0.017 0.058 1.174 3.940 3.668 0.007
九州 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.709 0.004 1.797
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 浅間山噴火時のシナリオ分析結果 
（１） 【浅間シナリオ 2】ODコストの変化・迂回行動の発生について 
 OD コストが増加するのは 890（全体の約 42％）となった．またリンクコストよりも OD コス
トが大きく，明らかに迂回が発生しているリンク数は 19 となり，こちらも富士シナリオよりも
多くなった（表 5.11）． しかしこれは，浅間山噴火時の方が富士山噴火時よりも被害が大きい
ということではなく，富士山噴火時ほど OD 物流量が過度に減少しなかったため，OD 物流量減
少による OD コスト減少が怒らないためであると考えられる． 
 
表 5.11  【浅間シナリオ 2】県間 ODコスト変化と迂回の発生数について 
 
 
  
平常時
【Ⅰ－１】
富士
【Ⅰ－２】
富士
【Ⅰ－３】
富士
【Ⅰ－４】
富士
【Ⅱー１】
浅間
【Ⅱー２】
浅間
ODペア数 2116 106 191 179 175 161 890
割合 100% 5.01% 9.03% 8.46% 8.27% 7.61% 42.06%
山梨埼玉 福井岐阜 京都福井 福井岐阜 奈良三重 奈良三重
長野愛知 福井京都 長野岐阜 山形福島 山形福島 山形福島
和歌山三重 山梨埼玉 千葉神奈川 福井京都 京都兵庫 山梨埼玉
神奈川千葉 長野愛知 三重和歌山 山梨埼玉 長野愛知 京都兵庫
宮城秋田 和歌山三重 長野愛知 鳥取広島 長野愛知
秋田宮城 宮城秋田 鳥取広島 岐阜滋賀 鳥取広島
千葉神奈川 三重和歌山 和歌山三重 愛媛徳島 岐阜滋賀
三重和歌山 埼玉山梨 宮城秋田 徳島愛媛 愛媛徳島
埼玉山梨 愛知長野 三重和歌山 福島山形 徳島愛媛
神奈川山梨 千葉埼玉 福島茨城 福島山形
山梨神奈川 愛知長野 神奈川千葉 福島茨城
宮城秋田 神奈川千葉
秋田宮城 宮城秋田
千葉神奈川 秋田宮城
茨城福島 千葉神奈川
広島鳥取 茨城福島
山梨神奈川 広島鳥取
愛知長野 山梨神奈川
愛知長野
ODコスト増加
(1.01より大）
リンクコスト＞ODコスト
（明らかに迂回が
発生している県間）
(OD)
項目
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 次に迂回行動については，西日本から茨城の経路が群馬・栃木経由から埼玉・東京経由へと変
化した．また西日本から群馬の経路についても長野経由から新潟経由に変化しており，迂回行動
が確認できた．またこれらの迂回により，長野から新潟，新潟から群馬のリンクと山梨から東京
のリンクにおいてリンクコストの増加（平常時比約 1.2 倍）が確認出来た．これらは災害時に重
要なリンクであると言える． 
 
 
 
図 5.9  【浅間山シナリオ 2】リンクコスト増加割合と迂回行動 
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（２） 【浅間シナリオ 2】浅間山近郊の県着の ODコストと物流量の変化 
 群馬県着 
長野―群馬間のリンクが途絶することによって，多くの西日本からの OD コストが増加
し，OD 物流量が著しく減少する結果になった．OD 物流量は隣の栃木県との物流量が約
1.02 倍に微増する結果になった．物流量は，富士に比べれば小さな変化であった． 
 長野県着 
多くの東日本からの OD コストが増加した．OD 物流量については，関東との取引量が減
少した分，山梨からの物流量を約 1.2 倍に増加させている． 
 東京都着 
南関東県以外の全県からの OD コストが微増し，OD 物流量が微減すると推計された．そ
の分，距離の近い南関東県からの物流量を約 1.1 倍に微増させる結果となった．OD コスト
も OD 物流量も 1.1 倍以内の変化となり，富士噴火時に比較すると東京都への影響は小さ
いと言える． 
 
  
 
図 5.10  【浅間山シナリオ 2】ODコストと物流量の変化 
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 結論 
 
災害時の現象の整理を通して，火山災害は様々な現象が噴火毎に組み合わさる複雑な現象であ
ることが分かった．複数ある現象の中で，降灰は広域的かつ短期的であるという特徴が明らかに
なっていること，他の現象に対しては砂防事業が展開されているが降灰への対策は取られていな
いことから，本研究では降灰を被害評価対象とした． 
 
 また Kim らによる ICFM を援用することにより，降灰時の物流被害評価手法を開発した．工
夫した点は，リンクパフォーマンス関数の２つのパラメータと費用感度パラメータをモデルの中
で独自に推定した点である．これを富士山噴火時（4 つのシナリオ）と浅間山噴火時（2 つのシ
ナリオ）を想定してリンクを途絶させたネットワークに適用し，火山噴火時の物流被害評価を行
った． 
 
各シナリオにおいて，特定リンクの途絶によって経路変更（迂回）が複数発生した．また迂回
や OD 物流量の増加による混雑も発生している．富士山噴火時の長野から静岡，浅間山噴火時の
山梨から東京，新潟から群馬で確認できた．これより，各火山噴火時に需要が増加する重要なリ
ンクを特定できた． 
OD 物流量については，OD コスト増加県間では減少，代わりに別の隣接県からの物流量を増
加させる事例が多数確認できた．また，OD 物流量が減少しすぎて OD コストが減少するケース
も存在した． 
富士噴火時には北陸間の OD 物流量が 4 倍に増加した．他にも近畿・中国・四国間の物流量が
増加しており，関東地方との交易を取りやめることにより地域内の物流量が増加することが示唆
された．これより，被災リンクから離れたリンクであっても，混雑・迂回・取引量の変化により
影響を受ける可能性があることを示した． 
 
本研究では，火山災害についての整理，物流被害評価の開発を行い，関東近郊の火山噴火時に
降灰の影響を受けて発生する物流被害を定量的に評価した．これより，特に富士山噴火時には，
物流量の変化や迂回行動による間接的な影響が，関東全域・信越・東海に波及することを定量的
に示した． 
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付表 
5.3.1 節におけるパラメータ推計の経過記録 
 
  
β
m BPR_α BPR_β 収束指標 βm BPR_α BPR_β 収束指標
0.018 0.795 0.59 1 1 1 3.70.E-04 0.019 0.805 0.63 2 3 5 3.04.E+06
0.018 0.795 0.60 1 1 2 3.70.E-04 0.019 0.805 0.64 2 3 6 3.05.E+06
0.018 0.795 0.61 1 1 3 3.71.E-04 0.019 0.805 0.65 2 3 7 3.07.E+06
0.018 0.795 0.62 1 1 4 3.71.E-04 0.019 0.805 0.66 2 3 8 3.06.E+06
0.018 0.795 0.63 1 1 5 3.71.E-04 0.019 0.810 0.59 2 4 1 3.02.E+06
0.018 0.795 0.64 1 1 6 8.63.E+02 0.019 0.810 0.60 2 4 2 3.04.E+06
0.018 0.795 0.65 1 1 7 7.52.E+03 0.019 0.810 0.61 2 4 3 3.04.E+06
0.018 0.795 0.66 1 1 8 2.13.E+04 0.019 0.810 0.62 2 4 4 3.04.E+06
0.018 0.800 0.59 1 2 1 3.70.E-04 0.019 0.810 0.63 2 4 5 3.05.E+06
0.018 0.800 0.60 1 2 2 3.70.E-04 0.019 0.810 0.64 2 4 6 3.06.E+06
0.018 0.800 0.61 1 2 3 3.70.E-04 0.019 0.810 0.65 2 4 7 3.06.E+06
0.018 0.800 0.62 1 2 4 3.71.E-04 0.019 0.810 0.66 2 4 8 3.05.E+06
0.018 0.800 0.63 1 2 5 8.99.E+01 0.019 0.815 0.59 2 5 1 3.03.E+06
0.018 0.800 0.64 1 2 6 5.08.E+03 0.019 0.815 0.60 2 5 2 3.03.E+06
0.018 0.800 0.65 1 2 7 1.68.E+04 0.019 0.815 0.61 2 5 3 3.03.E+06
0.018 0.800 0.66 1 2 8 3.06.E+06 0.019 0.815 0.62 2 5 4 3.05.E+06
0.018 0.805 0.59 1 3 1 3.70.E-04 0.019 0.815 0.63 2 5 5 3.06.E+06
0.018 0.805 0.60 1 3 2 3.70.E-04 0.019 0.815 0.64 2 5 6 3.06.E+06
0.018 0.805 0.61 1 3 3 3.70.E-04 0.019 0.815 0.65 2 5 7 3.05.E+06
0.018 0.805 0.62 1 3 4 3.71.E-04 0.019 0.815 0.66 2 5 8 3.04.E+06
0.018 0.805 0.63 1 3 5 3.21.E+03 0.020 0.795 0.59 3 1 1 2.98.E+06
0.018 0.805 0.64 1 3 6 1.28.E+04 0.020 0.795 0.60 3 1 2 2.98.E+06
0.018 0.805 0.65 1 3 7 3.08.E+06 0.020 0.795 0.61 3 1 3 2.98.E+06
0.018 0.805 0.66 1 3 8 3.02.E+06 0.020 0.795 0.62 3 1 4 2.98.E+06
0.018 0.810 0.59 1 4 1 3.70.E-04 0.020 0.795 0.63 3 1 5 2.98.E+06
0.018 0.810 0.60 1 4 2 3.70.E-04 0.020 0.795 0.64 3 1 6 2.98.E+06
0.018 0.810 0.61 1 4 3 3.70.E-04 0.020 0.795 0.65 3 1 7 2.98.E+06
0.018 0.810 0.62 1 4 4 1.48.E+03 0.020 0.795 0.66 3 1 8 2.99.E+06
0.018 0.810 0.63 1 4 5 9.41.E+03 0.020 0.800 0.59 3 2 1 2.98.E+06
0.018 0.810 0.64 1 4 6 2.60.E+04 0.020 0.800 0.60 3 2 2 2.97.E+06
0.018 0.810 0.65 1 4 7 3.05.E+06 0.020 0.800 0.61 3 2 3 2.97.E+06
0.018 0.810 0.66 1 4 8 3.04.E+06 0.020 0.800 0.62 3 2 4 2.97.E+06
0.018 0.815 0.59 1 5 1 3.70.E-04 0.020 0.800 0.63 3 2 5 2.98.E+06
0.018 0.815 0.60 1 5 2 3.70.E-04 0.020 0.800 0.64 3 2 6 2.98.E+06
0.018 0.815 0.61 1 5 3 3.24.E+02 0.020 0.800 0.65 3 2 7 2.98.E+06
0.018 0.815 0.62 1 5 4 6.55.E+03 0.020 0.800 0.66 3 2 8 2.99.E+06
0.018 0.815 0.63 1 5 5 2.05.E+04 0.020 0.805 0.59 3 3 1 2.98.E+06
0.018 0.815 0.64 1 5 6 3.02.E+06 0.020 0.805 0.60 3 3 2 2.97.E+06
0.018 0.815 0.65 1 5 7 3.04.E+06 0.020 0.805 0.61 3 3 3 2.97.E+06
0.018 0.815 0.66 1 5 8 3.01.E+06 0.020 0.805 0.62 3 3 4 2.97.E+06
0.019 0.795 0.59 2 1 1 3.01.E+06 0.020 0.805 0.63 3 3 5 2.98.E+06
0.019 0.795 0.60 2 1 2 2.99.E+06 0.020 0.805 0.64 3 3 6 2.98.E+06
0.019 0.795 0.61 2 1 3 3.00.E+06 0.020 0.805 0.65 3 3 7 2.98.E+06
0.019 0.795 0.62 2 1 4 3.03.E+06 0.020 0.805 0.66 3 3 8 2.99.E+06
0.019 0.795 0.63 2 1 5 3.04.E+06 0.020 0.810 0.59 3 4 1 2.97.E+06
0.019 0.795 0.64 2 1 6 3.05.E+06 0.020 0.810 0.60 3 4 2 2.97.E+06
0.019 0.795 0.65 2 1 7 3.05.E+06 0.020 0.810 0.61 3 4 3 2.97.E+06
0.019 0.795 0.66 2 1 8 3.06.E+06 0.020 0.810 0.62 3 4 4 2.97.E+06
0.019 0.800 0.59 2 2 1 2.99.E+06 0.020 0.810 0.63 3 4 5 2.98.E+06
0.019 0.800 0.60 2 2 2 3.00.E+06 0.020 0.810 0.64 3 4 6 2.98.E+06
0.019 0.800 0.61 2 2 3 3.03.E+06 0.020 0.810 0.65 3 4 7 2.98.E+06
0.019 0.800 0.62 2 2 4 3.03.E+06 0.020 0.810 0.66 3 4 8 2.99.E+06
0.019 0.800 0.63 2 2 5 3.05.E+06 0.020 0.815 0.59 3 5 1 2.97.E+06
0.019 0.800 0.64 2 2 6 3.05.E+06 0.020 0.815 0.60 3 5 2 2.97.E+06
0.019 0.800 0.65 2 2 7 3.06.E+06 0.020 0.815 0.61 3 5 3 2.97.E+06
0.019 0.800 0.66 2 2 8 3.07.E+06 0.020 0.815 0.62 3 5 4 2.98.E+06
0.019 0.805 0.59 2 3 1 2.99.E+06 0.020 0.815 0.63 3 5 5 2.98.E+06
0.019 0.805 0.60 2 3 2 3.02.E+06 0.020 0.815 0.64 3 5 6 2.98.E+06
0.019 0.805 0.61 2 3 3 3.04.E+06 0.020 0.815 0.65 3 5 7 2.99.E+06
0.019 0.805 0.62 2 3 4 3.04.E+06 0.020 0.815 0.66 3 5 8 2.99.E+06
各パラメタの計算回数 各パラメタの計算回数
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図 5.5 以降の結果のインプットデータ 
  
 
 
0 付表 
 
 
53 
 
 
  
 
 
0 付表 
 
 
54 
 
 
  
 
 
0 付表 
 
 
55 
 
 
